
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業について 

 

１ 目的 

   物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、「デフレ完全脱却のための総合経済対

策」（令和５年 11 月２日閣議決定）に掲げる物価高から国民生活を守るの事項につい

ての対応として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに効果的・効率的で

必要な事業を実施できるよう、国が交付金を交付することにより、エネルギー・食料

品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るこ

とを目的としています。 

 

２ 対象事業 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を主た

る目的とする事業であって、交付金による支援の効果が当該生活者等に直接的に及ぶ

事業等の実施に要する費用の全部又は一部を負担する事業となっています。 

 

３ 交付金交付限度額 

各地方公共団体の交付限度額は、地方自治体の人口、財政状況などから算定された額

のほか、低所得世帯数などから算定された額の合計額となっています。 

 

４ 本市への交付限度額 

 （１）令和５年度実施分 

   推奨事業メニュー分            ８２，９２１千円 

   低所得世帯支援枠分（給付費）      ３２２，０００千円 

   低所得世帯支援枠分（事務費）        ９，５４５千円 

   給付金・定額減税一体支援枠分（給付費） １２０，０００千円 

   給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）   ９，０６６千円   

     合  計              ５４３，５３２千円 

 

 



 （２）令和６年度実施分 

   推奨事業メニュー分            １０，０００千円 

   低所得世帯支援枠分（事務費）          ８３５千円 

   給付金・定額減税一体支援枠分（給付費） ２５２，１５０千円 

   給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）  １０，３３９千円 

   低所得世帯支援枠及び不足額給付分の 

    給付金・定額減税一体支援枠（給付費） １３５，８２０千円 

   低所得世帯支援枠及び不足額給付分の 

    給付金・定額減税一体支援枠（事務費）  １２，９９５千円   

      合  計             ４２２，１３９千円 


